
 1 

富山県森林計画関係付属資料取扱要領 

 

（趣旨） 

第１条 この要領は、森林計画に関する付属資料（以下「付属資料」という。）の適正な管

理を行うために、その取扱いについて必要な事項を定めるものとする。 

 

（定義） 

第２条 この要領で定める付属資料とは、以下に示すものをいう。 

（１） 森林簿及び森林計画図並びに航空レーザ解析成果（以下、「森林簿等」とい

う。） 

（２） 森林基本図及び空中写真並びに航空レーザ測量成果で、測量法に基づく、富

山県の公共測量成果であるもの（以下、「測量成果」という。） 

 

（関係法令等） 

第３条 付属資料の取扱いについては、森林法（昭和２６年法律第２４９号）、測量法（昭

和２４年法律第１８８号）、個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号。以

下「保護法」という。）、富山県情報公開条例（平成１３年富山県条例第３８号。）による

ほか、この要領によるものとする。 

２ 前項のほか、森林簿等については、「地域森林計画及び国有林の地域別の森林計画に関

する事務の取扱いについて」（平成１２年５月８日付け農林水産事務次官通知。以下「事

務次官通知」という。）によるものとする。 

 

（付属資料の目的及び性格） 

第４条 付属資料は、森林計画制度運用のために必要な森林資源の基礎資料を得るために

作成したものである。 

２ 付属資料のうち、森林簿等は、目測を主体とする現地調査及び空中写真の判読により

作成したものであり、林況及び所有界は現地において実測及び確認を行っていないこと

から、所有権、所有界、面積等土地に関する諸権利及び立木竹の評価について証明するも

のではない。 

３ 森林簿等が有する個人情報については、保護法に基づき厳正に取扱うものとする。 

  

（付属資料の取扱機関及び取扱責任者） 

第５条 富山県農林水産部森林政策課長（以下「課長」という。）は、付属資料をその種類

毎に別表１の取扱機関に配備するものとする。 

２ 取扱機関の長（以下「取扱責任者」という。）は、別表１の取扱区分により付属資料の

閲覧、交付及び貸与（以下「閲覧等」という。）申請の受理、審査及び開示等を行うもの

とする。 

３ 市町村は、配備された付属資料について、自らが行う森林・林業行政の用務に限り利用

することができるものとする。また、森林簿等の個人情報は、保護法に準じ、適正な管理

のため必要な措置を講じなければならない。 

 

（付属資料の閲覧等の範囲） 

第６条 付属資料の閲覧等の範囲は、別表１のとおりとする。 
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２ 申請者は、交付に係る費用について、交付媒体の現物提供等により実費分を負担する

ものとする。 

ただし、公益性が認められる場合又は行政サービスの一環として妥当と判断される範

囲内である場合においては、取扱責任者は、無償で交付することができるものとする。 

３ 申請者は、閲覧等を行った付属資料については、目的以外の使用又は第三者への提供

をしてはならないものとする。 

 

（付属資料の閲覧・交付） 

第７条 付属資料の閲覧・交付申請は、森林計画関係付属資料閲覧・交付申請書（第１号様

式）を取扱責任者に提出して行うものとする。 

２ 森林簿等の閲覧・交付申請を行うことができるのは、以下の場合に限る。 

（１） 森林所有者が、自己所有森林に係る森林資源情報を把握する場合 

（２） 森林所有者の同意を受けた者が、当該森林所有者の森林に係る森林資源情報を把握

する場合 

（３） 森林所有者から森林の経営の委託を受けた者（以下、「森林経営受託者」という。）

が、当該森林所有者の森林に係る森林資源情報を把握する場合 

３ 取扱責任者は、申請を行った者に対して個人情報の保護に関する法律施行令第２２条

第１、２項に準じて、本人等であることの確認をしなければならない。 

４ 第２項のほか、次の各号に該当する場合は森林簿等の閲覧・交付申請を行えるものと

する。 

（１）法令等の規定又は国の機関からの法令による指示に基づく場合 

（２）国、独立行政法人等又は他の地方公共団体が、所掌する事務又は事業の遂行のため

に、森林簿等を利用することについて相当な理由がある場合 

（３）その他、森林政策課長が必要と認めた場合 

５ 前項第１号及び第２号について、法令等に基づく調査権限を有する者が閲覧を行う場

合は、調査員名による申請書を提出し、身分証等を確認のうえ、閲覧を認める。 

６ 地番・森林所有者氏名・土地所有者氏名等の個人情報等を除いた森林簿、森林計画図

（以下「森林資源情報及び森林資源情報図」という）及び航空レーザ解析成果について

は、第２項の規定に関わらず、閲覧・交付申請を行うことができる。 

７ 第 1 項による申請には、次の各号に掲げる書類を添えなければならない。 

（１）申請区域を示した図面   

（２）森林簿等を申請する場合は、第２項第１号の者は、森林所有者本人であることが確

認できる書類及びその土地について自己所有森林であることを証明する書類、第２

項第２号の者は、第１号の者の添付書類に加え、当該森林所有者の同意書（第２号

様式）、第２項第３号の者は、森林経営受託者であることを証明する書類 

８ 取扱責任者は、第１項による申請書を審査し、適当であると認め交付するときは、森林

計画関係付属資料交付通知（第３号様式）により申請者に通知するものとする。 

 また、取扱責任者は、閲覧・交付を行わない場合には、申請者に対してその理由を説明

するものとする。 

９ 第７項第２号の証明書類と森林簿上との間で所有者が異なる場合には、過去の所有者

の個人情報を保護する観点から当該所有者情報を除き閲覧・交付を行うものとする。 

１０ 取扱責任者は、申請者に森林簿等の閲覧・交付を行う場合は、申請者に対して次の

事項を説明するとともに、交付媒体にラベルを添付するものとする。 
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１１ 取扱責任者は、交付媒体の全てについて、以下によりその内容の識別ができるラベ

ルを添付して交付するものとする。 

 

 

 

 

 

 

（付属資料の貸与） 

第８条 付属資料のうち、森林簿等の貸与申請は、森林計画関係付属資料（森林簿等）貸与

申請書（第４号様式）を、測量成果の貸与申請は、森林計画関係付属資料（測量成果）貸

与申請書（第５号様式）を取扱責任者に提出して行うものとする。 

２ 森林簿等の貸与申請を行うことができるのは、以下の場合に限る。 

（１）森林組合法（昭和５３年法律第３６号）に基づき森林所有者によって組織された森林

組合のうち、県内を管轄する森林組合が、森林組合法第９条第１項及び第２項に定

める事業のうち、森林計画制度運用のための森林資源情報を把握する場合 

３ 第１項による申請には、次の各号に掲げる書類を添えなければならない。 

（１）申請区域を示した図面 

（２）森林簿等を申請する場合は、個人情報の取り扱いに関して定めた管理規定等の写し 

４ 取扱責任者は、第１項による申請書を審査し、適当であると認め貸与するときは、森林

計画関係付属資料貸与承認書（第６号様式）により申請者に通知するものとする。 

また、取扱責任者は、貸与を行わない場合には、申請者に対してその理由を説明する

ものとする。 

５ 申請者は、付属資料を受領した後、速やかに森林計画関係付属資料貸与物受領書（第７

号様式）を取扱責任者に提出するものとする。 

６ 申請者は、貸与期間が満了となった場合、又は貸与物が不用となった場合には、速やか

に森林計画関係付属資料貸与物返納書（第８号様式）とともに貸与物を返却するととも

に、パソコン等に取り込んだデータを削除することとする。 

７ 取扱責任者は、申請者が、第５項、第６項の規定及び第４項の承認時の条件のすべて又

は一部を満たさなくなったと認めたときは、承認を取り消し、貸与した付属資料を回収

することができる。 

 

（測量成果の複製） 

第９条 測量成果の複製については、測量法第４３条に基づき行うものとする。 

２ 測量成果の複製をしようとする者は、測量法第４３条の規定に基づき、測量成果の複

製承認申請書（第９号様式）を知事に提出し承認を得なければならない。 

３ 知事は、提出された測量成果の複製承認申請書を審査し、適当と認められたときは、承

 当該データは、森林計画制度運用のために森林資源情報を把握することを目的とし、

目測を主体とする現地調査及び空中写真の判読、聞き取りによる間接調査によって作成

したものであり、林況及び所有界は現地において実測及び確認を行っていない。したが

って、所有権、所有界、面積等土地に関する諸権利及び立木竹の評価について証明する

ものではない。 

交付番号第 号  作成年月日  取扱責任者名 

 交付番号      号（  年度） 

（１） 付属資料の名称       ※（１）については、別表１による 

（２） 作成年月日               

（３） 作成者             ※（３）については、取扱責任者名を記載する 
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認番号、測量計画機関の明示等の条件を付して測量成果複製承認書（第１０号様式）によ

り承認するものとする。 

４ 知事は、複製しようとする者が測量成果を複製して、もっぱら営利の目的で販売する

ものであると認めるに足りる充分な理由がある場合においては、承認してはならない。 

５ 要領第９条の事務の取扱いは、県森林政策課で行うものとする。 

 

（測量成果の使用） 

第１０条 測量成果の使用については、測量法第４４条に基づき行うものとする。 

２ 測量成果の使用をしようとする者は、測量法第４４条の規定に基づき、測量成果の使

用承認申請書（第１１号様式）を知事に提出し承認を得なければならない。 

３ 知事は、提出された測量成果の使用承認申請書を審査し、適当と認められたときは、承

認番号、測量計画機関の明示等の条件を付して測量成果使用承認書（第１２号様式）によ

り承認するものとする。 

４ 要領第１０条の事務の取扱いは、県森林政策課で行うものとする。 

 

（その他） 

第１１条 この要領に定めのない事項及びその運用等については、必要に応じて別に定め

るものとする。 

 

附 則 

１ この要領は、平成２１年４月１日から施行する。 

２ この要領は、平成２２年４月１日から施行する。 

３ この要領は、平成２４年４月１日から施行する。 

４ 「森林簿等の取り扱いに関する運用方針」（昭和６１年３月１７日策定平成１４年１０月１

日一部改定）は、廃止する。 

５ この要領は、平成３１年２月２０日から施行する。 

６ 「富山県森林計画関係付属資料取扱要領の運用について」（平成２１年１１月１８日付け森

政第１２５９号）は、廃止する。 

７ この要領は、令和２年４月１日から施行する。 

８ この要領は、令和３年２月１日から施行する。 

９ この要領は、令和５年１１月１日から施行する。 


